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仕様書 

イノベーション推進部 

 

1. 件名 

ディープテック・スタートアップ支援事業等の公募プロセス高度化に向けた調査 

 

2. 目的 

NEDO では従前より，我が国におけるイノベーション創出と，その担い手となるスタートアップ

とこれを支えるエコシステムの強化･発展等を目的に，スタートアップに対して研究開発支援や事

業化支援といった様々な支援事業（以下，「支援事業」とする。）を推進してきた。スタートアップ

は，イノベーション創出の担い手としてはもちろんのこと，その新たな発想によって SDG’sに代表

される様々な社会課題に対し解決策を提供したり，新たな産業･雇用の創出によって経済成長を牽

引したりと，その可能性への期待は益々高まりをみせている。 

そうした中，我が国政府は 2022 年度を「スタートアップ創出元年」と位置づけ，国としてもス

タートアップ支援の取組を加速度的に進める方針を示しており，NEDO にも「ディープテック・ス

タートアップ支援基金」が造成され，同基金を活かした NEDO による支援事業の一層の拡充が強く

期待されている。こうした環境変化に対応しながら助成事業を着実に遂行することができるかが

NEDO にとって喫緊の課題となっており，そのためにはまず，入口となる支援事業に対する応募の

受付・審査といった“公募プロセス”を，より効率的に且つ適正に進めていくことが必須である。

“公募プロセス”については，これまでも手続きの電子化等，効率化・簡素化に努めているところ

であるが，応募書類や審査資料の取扱い等，どうしても人手に頼らざるを得ない面も多いのが現状

である。 

そうした問題意識の下，当調査では，この“公募プロセス”の業務運営について，NEDO の現有

リソースに限らず，外部リソースの活用も視野に入れて，“公募プロセス”の一層の標準化とマニュ

アル整備等を推進し，人材派遣による外部リソース活用の試行等を通じて，最適な運営体制につい

ての考察を実施するものである。 

 

3. 調査内容 

(1) 対象事業 

本業務では，支援事業の“公募プロセス”について，外部リソースの活用も視野に入れた業務の

最適化検討を目的に実施する。2022 年度までに実施してきた主な支援事業は以下のとおりである。 

 

①高度専門産業支援人材育成プログラム（NEDO Technology Startup Supporters Academy，

以下「SSA」という） 

②Technology Commercialization Program（以下「TCP」という） 

③NEDO Entrepreneurs Program（以下「NEP」という） 

④シード期の研究開発型スタートアップ（Seed-stage Technology-based Startups）に対する

事業化支援（以下「STS」という） 

⑤Product Commercialization Alliance（以下「PCA」という） 

⑥社会要請や政府方針等に即して適時実施する支援事業等（以下｢その他事業｣という） 

 

これらの支援事業を，それぞれ公募し，応募者への審査を経た上で助成対象となる支援事業者の

採択を実施しており，当調査業務では，2023 年度以降に実施する支援事業において“公募プロセス”

の改善と効率化について網羅的に検討，試行，考察等を進めるものとする。 

 



2 

(2) 対象事業への応募件数等 

なお，直近３年間の支援事業における応募件数等は以下のとおりである。 

（採択件･人数／応募件･人数） 

事業名 ①SSA ②TCP  ③NEP  ④STS  ⑤PCA ⑥その他事業※2 合計 

2020 年度 ―※1 12 件/23 件 
16 件/38 件 

22 件/59 件 

6 件/18 件 

6 件/21 件 

5 件/15 件 

10 件/59 件 ― 
77/233 

（公募：7 回） 

2021 年度 ―※1 12 件/22 件 
28 件/75 件 

36 件/100 件 

5 件/17 件 

10 件/19 件 

7 件/22 件 

5 件/17 件 

3 件/19 件 

4 件/24 件 

14 件/40 件 

124/355 

（公募：10 回） 

2022 年度 
39 名/92 名 

39 名/98 名 
12 件/21 件 33 件/73 件 

5 件/21 件 

3 件/20 件 
5 件/25 件 

40 件/109 件 

2 件/7 件 

1 件/9 件 

179/475 

（公募：10 回） 

※1：新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から実施を見送り 
※2：研究開発成果の実用化･事業化支援事業や，補正予算に基づく支援事業等の公募･採択を実施。 

 

(3) 調査対象の業務 

支援事業における，公募の実施，応募の受付，審査の実施，審査結果の通知，そして採択者決定

に至るまでの一連の作業（以下「公募プロセス」という。）を対象に，その最適化検討を進める。 

なお，公募プロセスにおいて発生する主な作業は以下のとおり。 

・公募情報のホームページ掲載（予告含む）に必要となるデータ作成や同ファイルのセキュリテ

ィチェック等。 

・公募に対する応募者等から問合せへの対応と応答実績に基づく応答マニュアルの更新等。 

・応募者から提出された応募資料の受付や不備等の確認，および応募資料の整理やデータ化等。  

・書面審査実施に際しての審査員への応募資料の送付，応募資料と審査員のマッチング，審査結

果等の回収やその集計等。 

・対面審査実施に際しての審査会場の手配･設営等（WEB 会議準備含む）の開催準備，参加者へ

の開催案内発出･出欠確認，応募者からの対面審査資料等の回収，審査員への審査資料の事前送

付･回収，当日会場での参加者誘導，議事録の作成手配，審査結果の回収･集計等。 

・採択者決定に係る事務手続きに際しての資料作成や業務システムへのデータ入力等。 

・当該作業の進捗状況に係る NEDO への逐次報告。 

・その他，不測の事態が発生した際の NEDO へ連絡･相談の上での迅速な対応等，公募プロセス

における一連の作業を円滑に遂行する上で必要となる事務。 

 

(4) 調査内容 

支援事業の公募プロセスの一連の作業について，NEDO と随時協議の上，作業の標準化の検討や

作業マニュアルの整備等を進め，公募プロセスを将来的に人材派遣等の外部リソースを活用して実

施することを念頭に，その円滑な遂行において必要となる作業者のスキルや実施者を広く募る上で

必要となる条件設定等についての検討を進め，試行を通じた検証を実施し，今後の支援事業におけ

る公募プロセスの実施モデル（及びその実施に際しての留意点）をとりまとめる。 

なお，NEDO 現有リソースで実施している現行作業の実施手順等，試行･検討に際し必要となる

情報は都度 NEDO 側から提供する。また，当該作業において必要になると想定されるスキル等は，

別紙を参照のこと。 

前述の通り，スタートアップ支援に対する社会的要請が益々高まっていることから，上記(2)の 

実績等を踏まえ，当調査においては，2023 年度以降， 
 
・事業数 ：6～7 事業 

・公募回数：10～15 回／年 

・応募件数：800～1,000 件／年 

・採択件数：250～300 件／年 
 

が発生することを想定し，これに対応し得る“公募プロセス”の構築に向けて，実施方法･実施体制

等について検討を進めるものとする。 
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公募プロセスの実施体制であるが，今回造成される「ディープテック・スタートアップ支援基金」

を元に実施される事業（上記(2)の表中④と⑤の後継事業）は，年間に複数回，連続して公募を実施

することを計画中であることから，これには複数のチームを立てて対応し，他の後継事業に対して

は残る 1 チーム（4 名 1 組とした場合，前者 2･後者 1 の計 3 チームによる総勢 12 名程度）の体制

で対応することを想定しているが，こうした体制も含め，各支援事業の実施状況や時期に応じた人

員の投入や体制の見直し等についての最適解を得るためにも，実際に人材派遣等の外部リソースを

活用した試行を通じて検証を進めるものとする（なお，試行に必要となる執務場所･事務機器等につ

いては別紙のとおり）。ただし，社会要請や政府方針，経済環境等によって，支援事業の規模・実施

回数は増減する可能性もあるため，調査の遂行に影響を来すような大幅な変化が生じた場合は，

NEDO と別途協議することとする。 

なお，外部リソースの活用に際し人材派遣を活用する場合は，｢労働者派遣事業の適正な運営の確

保及び派遣労働者の保護等に関する法律｣をはじめとする関連法令の遵守はもとより，業務実施に

あたっては，当該業務に係る NEDO の規程･機構達等を遵守して作業に当たることとする。 

 

4. 調査期間 

NEDO が指定する日から 2025 年 3 月 31 日まで 

 

5. 予算額 

総額 135 百万円（2023 年度：60 百万円，2024 年度：75 百万円/年）以内 

 

6. 成果報告書 

2023 年度終了時には中間調査報告書を，2024 年度終了後には調査報告書を，それぞれ所定の

期日までに提出すること。 

記載内容：「成果報告書・中間年報の電子ファイル提出の手引き」（https://www.nedo.go.jp/itaku-

gyomu/manual.html）に従い作成の上，提出のこと。 

 

7. その他 

・委託期間中又は委託期間終了後に，成果報告会における報告を依頼することがある。 

・本業務の履行で知り得た一切の情報及び NEDO から提供，指示又は預託された情報を取り扱う

にあたっては，善良なる管理者の注意をもって，受託者の責任において漏えい等防止の取組を

行い，適切な情報管理を行うこと。また，本業務の目的以外には利用しないこと。 

・本業務で作成等した納入物の著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条に規定する権利を含む。）

及び所有権は NEDO に帰属するものとし，受注者は著作物について著作者人格権を行使しな

いものとする。納入物に第三者が権利を有する既存著作物が含まれる場合は，受注者は当該既

存著作物の使用に必要な費用負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続を行い，当該既存著

作物の内容について NEDO の了承を得ること。 

・仕様にない事項又は仕様について生じた疑義については，NEDOと協議のうえ解決すること。 

 

（以上） 

  

https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/manual.html
https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/manual.html
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別紙  
 

○公募プロセスにおける作業において必要と想定されるスキル  

(1)ビジネススキル 

①NEDO職員と協調して，作業を遂行できるコミュニケーション能力があること。  

②作業指示者に対し，的確に報告･連絡･相談ができ，機密情報・個人情報の取り扱い，知的財産権，

コンプライアンスの重要性を理解し，適切な対応（態度･言動）ができること。  

③理由のない欠勤，遅刻がなく，周囲に不快感を与えない身だしなみであること。  

④本作業を遂行する上で健康状態に支障がないこと。  

⑤過去に本人の技能やコンピテンシーに期する理由により，契約を打ち切られた経験や派遣先からの

クレーム等がないこと。 

⑥電話対応や対人対応等，マナー･常識を有し，電話対応を厭わず，適切な言葉遣いができること。  

⑦期間中継続して作業に当たることができること。 

(2)OAスキル 

①PCの基本動作について，問題なく利用できること。  

②Windows10の環境を問題なく利用できること。  

③MS-Office全般について基本操作が問題なくできること（Excel，Word，Outlookの操作に慣れてい

ること）。なお，Excelについては，VBAマクロの操作ができることが望ましい。  

④PDFについて，Adobe Reader DC，Just PDF等を問題なく利用できること。PCのショートカット

キー操作を熟知して本件作業を効率的に実施できること。  

(3)会計事務・行政事務に係る基本的な知識  

①日商簿記検定 2 級，ビジネス実務法務検定 3 級，ビジネス会計検定 2 級等，本件作業に資する資格

を有していることが望ましい。  
 

○試行に際して必要となる環境等  

 内容 負担先 備考 

ア 執務場所 受託者負担 下記ウの情報端末等にて取り扱う情報を適切に管理するため

これを印刷等行って紙媒体として取り扱う際等には，NEDO

内において作業に当たる場合もある。  

また，調査が進む過程において，作業効率化等の観点から，

双方協議の上，NEDO 内へ執務場所を受託者の負担にて移す

場合もある。 

イ 人件費･交通費 受託者負担  

ウ 情報端末※ NEDO より貸与 調査対象の作業を試行する上で必要となる情報端末(NEDO

情報基盤サービスへの接続可能なモバイルパソコン)について

は，試行に際し必要となる台数を NEDO より貸与する。なお

貸与した端末については，アの執務場所内に限って取り扱う

ものとし，NEDO の許可無くアの執務場所外へ持ち出すこと

は禁止する。 

但し，その他業務遂行上必要となる通信機器等(ディスプレ

イ･電話･ファックス等)は受託者負担とする。  

エ 通信環境 

(Wi-fi 等) 

受託者負担  アの執務場所において，ウの情報端末を安全に且つ安定的

に取り扱える VPN 接続可能な Wi-fi 通信環境を受託者側で準

備する。 

オ 事務用品等 受託者負担  

※受託者は，当該業務に係るNEDOの規程･機構達等を遵守して作業にあたることとし，特にNEDOより

情報端末の貸与を受けて実施する作業に際しては，｢不正アクセス行為の禁止等に関する法律｣(平成十

一年法律第百二十八号)，｢個人情報の保護に関する法律｣(平成十五年法律第五十七号)，｢独立行政法人

等の保有する個人情報の保護に関する法律｣(平成十五年法律第五十九号)といった情報セキュリティに

関する法令はもちろんのこと，NEDOが定める｢情報セキュリティポリシー｣(情報セキュリティ管理規

程，情報セキュリティ対策基準，個人情報保護管理規程)及び｢政府機関の情報セキュリティ対策のため

の統一基準｣についても遵守することとし，情報端末の貸与に際しては，作業終了後の施錠･保管等，紛

失や不正持出防止のための措置を受託者の責において講じること。また，情報端末と合わせて，実際に

作業へ従事する者(作業従事者)に対して必要数のID･仮パスワードをNEDOより付与するが,その取扱い

等に際しては，前述の情報セキュリティポリシー等を厳守するよう，受託者の責において作業従事者へ

徹底すること（試行開始に際して，上記事項を作業従事者が遵守する旨を約した書面を，NEDOへ提出

すること）。 



○公募プロセスにおける標準的な作業例

利用システム
応募者／審査員 外部リソース

作業ストレージ
（NEDO↔外部リソース）

NEDO

NEDO職員

書面審査資料

審査システム

利害関係資料

審査員割振り

情報項目
ファイル

日程確認

ファイル格納

決算書

書面審査

辞退連絡 審査員の再割振り

採点
経営診断

CRD

監査法人財務分析

財務分析

財務分析対象連絡

書面審査集計

ヒアリング開催準備

財務体質ヒアリング
ヒアリング

（リスク管理統括部）

制度検討

公募要領

公募予告

ホームページ掲載用システム

公募要領掲載

受付Link 掲載

応募受付システム

審査資料作成

審査資料提出

要件確認List

ダウンロード/保存

要件確認作業
（審査資料の不備確認等）

受付番号付与

不明点/確認事項

不足/修正あり修正/再提出

問合せ対応

確認完了受付番号受理

一次審査員

応募者

日程調整

公募説明会

要件確認

ヒアリング用資料作成

財務分析結果

財務体質関係資料

審査資料 CRD

審査資料

公募説明会告知

Teamsウェビナー

公募説明会用資料作成

公募予告･公募用資料案作成

公募説明会開催準備

確認結果報告

受付番号連絡

利害関係

CRD診断結果

財務体質ヒアリング
実施連絡/日程調整

経営者･経理担当者

応募者

書面審査通過者決定

一次審査（書面審査）

二次審査（事前確認）

公募・応募受付

説明会参加

受付ページ

システム掲載
掲載資料

説明会資料

※

資金繰確認

資金繰確認



利用システム
応募者／審査員 外部リソース

作業ストレージ
（NEDO↔外部リソース）

NEDO

NEDO職員

公募・応募受付

応募者

事前審査

プレゼン/順番調整

接続リハーサル

パスワード保護

PDF暗号化システム

事前審査ページ

プレゼン資料作成

制度名称、期間設定

URL/パスワード等連絡

二次審査員

受付・保存

変換処理

変換ファイル保存

プレ審査ページ作成

ファイル登録

事前審査依頼URL/パスワード等

審査委員会資料の作成

プレゼン資料更新

応募者 指摘事項フィードバック
再提出依頼

採点/要望/指摘事項

審査表集計

受付・更新保存

プレゼン資料

審査委員伺い･日程調整二次審査員候補

審査委員会開催準備
(会場確保･日程調整等)

審査表

接続リハーサル

接続先確認

変換前

変換前

Webex/Teams

審査員候補選定

変換後

書面審査ファイル
株主名簿/決算報告書

審査委員会資料一式
プレゼン資料

事前審査依頼作成

パスワード保護

PDF暗号化システム

プレゼン資料

変換後

パスワード等連絡

変換ファイル保存

パスワード

同一パスワード

変換処理

接続先確認

当日資料(ｽｹｼﾞｭｰﾙ等)作成

審査委員会資料

審査委員会資料

審査委員会資料

書面審査ファイル
株主名簿/決算報告書

審査委員会資料一式
プレゼン資料



利用システム
応募者／審査員 外部リソース

作業ストレージ
（NEDO↔外部リソース）

NEDO

NEDO職員

公募・応募受付

作業レビュー(改善･見直し)  

利害関係確認

議事録手配

採択審査委員一覧

交通費/謝金処理

会場設営

審査員

利害関係確認

交通費/謝金申請

集計作業等補助

プレゼン

事業者

交付決定

二次審査（対面審査）

交付申請書の確認

Webex/Teams

審査
審査表

審査表集計

採択候補決定

契約･助成審査委員会資料作成

交付決定手続等資料作成

ホームページ公表用資料案作成

契約･助成審査委員会

交付申請書類

交付決定（文書決裁）交付決定通知書

ホームページ掲載用システム

審査委員会資料

委員会資料

手続資料

システム掲載
掲載資料

交付手続

※


